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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第43期

第３四半期連結
累計期間

第44期
第３四半期連結
累計期間

第43期
第３四半期連結
会計期間

第44期
第３四半期連結
会計期間

第43期

会計期間

自平成21年
　１月１日
至平成21年
　９月30日

自平成22年
　１月１日
至平成22年
　９月30日

自平成21年
　７月１日
至平成21年
　９月30日

自平成22年
　７月１日
至平成22年
　９月30日

自平成21年
　１月１日
至平成21年
　12月31日

売上高（千円） 12,000,05213,965,6484,077,8734,876,59216,785,554

経常利益（千円） 346,026 552,914 124,082 215,209 603,250

四半期（当期）純利益（千円） 183,949 281,400 68,765 119,169 324,011

純資産額（千円） － － 5,032,2085,392,6335,172,280

総資産額（千円） － － 16,661,43518,186,12719,221,601

１株当たり純資産額（円） － － 1,107.701,172.841,138.54

１株当たり四半期（当期）純利益

（円）
40.10 61.94 15.12 26.23 70.81

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 30.2 29.3 26.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
353,138 553,562 － － 447,878

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△676,362△210,879 － － △853,833

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△209,291△111,218 － － △210,401

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,597,5691,741,5561,513,729

従業員数（名） － － 624 692 624

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式はありますが、希薄化効果を有しないた

め記載しておりません。 
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社の異動は、「３ 関係会社の状況」に記載のとおりであります。 

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、株式の取得により関係会社となった会社は、以下のとおりです。　

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の所有割合

(％)
関係内容

（連結子会社）

株式会社ニーズエー

ジェンシー　

東京都中央区 40,000　

コンピュータシス

テムの開発、保守及

びパッケージソフ

トウェアの開発、販

売

61.2　
　役員の兼任

　運転資金の貸付

　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（名） 692 [49]

　（注）１．従業員数は、当社グループ外からの出向者を含む就業人員数であります。

２．従業員数欄の［外書］は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であ

ります。

３．臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

 

    (2）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（名） 608 [32]

　（注）１．従業員数は、他社からの出向者を含む就業人員数であります。

２．従業員数欄の［外書］は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）でありま

す。

３．臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

（情報サービス事業）

　情報サービス事業は、情報サービス産業に分類され、いわゆるサービス業であるため、該当事項はありません。

（収納代行サービス事業）

　収納代行サービス事業は、収納事業者からの代金回収の代行を委任（準委任）され、継続的に行うサービスであ

り、該当事項はありません。

 (2）受注実績

　当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

 （情報サービス事業）

事業の種類別セグメントの名称
受注高
（千円）

前年同四半期比
増減（％）　

受注残高
（千円）

前年同四半期比
増減（％）

情報サービス事業 2,703,036 14.0 939,406 △20.5

　   　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（収納代行サービス事業）

　収納代行サービス事業は、収納事業者からの代金回収の代行を委任（準委任）され、継続的に行うサービスであ

り、該当事項はありません。

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円） 前年同四半期比増減（％）

情報サービス事業   

情報処理サービス 753,208 7.1

システムソリューション 954,744 7.2

システムインテグレーション 661,148 33.6

商品販売 337,658 66.2

小計 2,706,759 18.1

収納代行サービス事業 2,169,832 21.5

合計 4,876,592 19.6

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

２【事業等のリスク】

    　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

    　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析 

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国の需要拡大や国内経済対策効果により、一部景気に回復の

兆しが見られたものの、急速な円高の進行や株価の低迷、デフレ状況の長期化により企業全般の経営環境は依然厳し

く、先行きに対する不透明感が増しております。

　このような経済環境の下、当社グループは、継続的な営業努力と効率的な事業運営を図り、売上の拡大と原価の抑制

に努め、経営計画の達成を目指しております。

　情報サービス事業におきましては、平成22年８月31日付けにて、首都圏における営業及び開発基盤の強化と将来にわ

たる相当のシナジー効果を見込み、株式会社ニーズエージェンシーを子会社化いたしました。また、システムインテグ

レーション（ＳＩ）及びソフトウェア開発業務においてプロジェクトの縮小や受注延期、価格競争の激化など引き続

き厳しい状況となりましたが、郵便局関連のアウトソーシング業務やGoogleAppsの販売などが増加し、売上高、営業利

益共に伸長しました。

　収納代行サービス事業におきましては、コンビニ収納で新規取引先の獲得やユーザ収納件数の順調な増加により売

上高が拡大しましたが、一方、新サービスへのシステム投資や営業体制の強化によって固定費が増加傾向にあり、営業

利益は微増に留まりました。

　この結果、当第３四半期連結会計期間における売上高は48億76百万円(前年同期比 19.6％増)となり、利益面におい

ては、営業利益が２億12百万円(前年同期比 74.3％増)、経常利益は２億15百万円(前年同期比 73.4％増)、四半期純利

益は１億19百万円(前年同期比 73.3％増)となりました。

　

(2）財政状態の分析

  当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較して10億35百万円減少し、181億86百万円と　　　

なりました。これは主に、現金及び預金が４億53百万円、ソフトウエアなどの無形固定資産が２億52百万円増加したも

のの、金銭の信託が17億85百万円減少したことによるものであります。 

　負債は、前連結会計年度末と比較して12億55百万円減少し、127億93百万円となりました。これは主に、賞与引当金が

２億93百万円増加したものの、収納代行預り金が15億62百万円減少したことによるものであります。

　純資産は、前連結会計年度末と比較して２億20百万円増加し、53億92百万円となりました。これは主に、利益剰余金が

１億67百万円増加し、また、少数株主持分を64百万円計上したことによるものであります。

　

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は17億41百万円となり、第２四

半期連結会計期間末と比べ28百万円減少しました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

　営業活動の結果、減少した資金は94百万円となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益２億15百万円、賞与

引当金の増加２億２百万円により資金が増加したものの、その他流動負債の減少３億15百万円、売上債権の減少２億

21百万円などにより資金が減少したことによるものであります。 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

　投資活動の結果、増加した資金は70百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得49百万円、無形固定資産の

取得47百万円、敷金及び保証金の差入16百万円により資金が減少したものの、定期預金の払戻２億円などにより資金

が増加したことによるものであります。 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　財務活動の結果、減少した資金は0百万円となりました。

　

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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(5）研究開発活動  

当第３四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、５百万円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

   

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 14,880,000

計 14,880,000

　

 

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年９月30日）

      提出日現在
発行数（株）

（平成22年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,620,000 4,620,000

 東京証券取引所

名古屋証券取引所

（各市場第二部）

単元株式数は100株

であります

計 4,620,000 4,620,000 － －

　　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 
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（２）【新株予約権等の状況】

　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

株主総会の特別決議日（平成19年３月28日）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 80,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 　　－ 

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数（株） 400,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,156

新株予約権の行使期間
平成21年３月28日～

平成29年３月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

                発行価格　1,156

                資本組入額　578

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、

当社又は当社の子会社の取締役、若しくは従業員の地位に

あることを要する。

　ただし、当社若しくは当社の子会社の取締役を任期満了に

より退任した場合、定年退職その他正当な理由のある場合

にはこの限りではない。

　新株予約権行使日の前日の証券取引所における当社株式

の終値が、行使価額の1.0倍以上であることを要する。

　新株予約権者が死亡した場合は、死亡の日から10か月以内

（ただし、権利行使期間満了を限度とする）に限り、相続人

は死亡時において本人が行使する新株予約権の数を上限と

して行使することができる。

　その他の条件は、新株予約権発行の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割り当てを受けたものとの間で締

結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入その他の処分を認めない。

代用払込みに関する事項 　　－ 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　　－ 

　 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年７月１日～

平成22年９月30日
－ 4,620,000 － 998 － 697
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（６）【大株主の状況】

　　　　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動について記載　すべき

事項はありません。

 　

（７）【議決権の状況】

　　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

　

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式　 　77,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　4,541,000 45,410（単元株式数は100株であります。）

単元未満株式 普通株式    　1,800 － 同上

発行済株式総数    4,620,000 － －

総株主の議決権 － 45,410 －

 

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合

（％）

（自己保有株式）

㈱電算システム　
 岐阜市日置江一丁目58番地 77,200 － 77,200 1.67

計 － 77,200 － 77,200 1.67

 

　

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
　１月

　２月 　３月 　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高（円） 607 615 700 763 780 790 705 708 745

最低（円） 560 570 580 690 698 665 652 631 678

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

　

 

３【役員の状況】

　　 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。　　　　　　　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。   
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 5,369,330

※1
 4,915,351

金銭の信託 ※1
 6,872,925

※1
 8,658,095

受取手形及び売掛金 2,865,708 2,845,301

有価証券 100,000 299,658

商品 48,422 12,066

仕掛品 166,245 180,279

前払費用 42,061 52,579

繰延税金資産 143,206 12,752

その他 16,856 3,205

貸倒引当金 △2,141 △2,108

流動資産合計 15,622,616 16,977,183

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※2, ※3
 562,140

※2, ※3
 551,363

土地 ※2
 359,352

※2
 358,642

その他（純額） ※3
 154,012

※3
 124,282

有形固定資産合計 1,075,504 1,034,288

無形固定資産

ソフトウエア 374,642 209,026

ソフトウエア仮勘定 332,926 300,672

その他 79,847 25,216

無形固定資産合計 787,416 534,915

投資その他の資産

投資有価証券 349,983 289,958

繰延税金資産 56,156 65,859

差入保証金 282,025 311,632

その他 13,807 12,480

貸倒引当金 △1,382 △4,718

投資その他の資産合計 700,590 675,212

固定資産合計 2,563,511 2,244,417

資産合計 18,186,127 19,221,601
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,133,474 1,283,182

短期借入金 40,000 －

1年内返済予定の長期借入金 11,652 3,430

未払法人税等 197,062 51,445

収納代行預り金 ※1
 10,497,665

※1
 12,059,718

賞与引当金 293,608 －

役員賞与引当金 15,576 －

受注損失引当金 230 1,741

その他 284,199 416,113

流動負債合計 12,473,468 13,815,630

固定負債

長期借入金 6,710 －

退職給付引当金 20,567 －

役員退職慰労引当金 230,345 172,460

負ののれん 342 1,370

その他 62,060 59,860

固定負債合計 320,025 233,690

負債合計 12,793,494 14,049,320

純資産の部

株主資本

資本金 998,013 998,013

資本剰余金 697,869 697,869

利益剰余金 3,697,201 3,529,374

自己株式 △49,133 △49,043

株主資本合計 5,343,949 5,176,212

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △15,968 △3,932

評価・換算差額等合計 △15,968 △3,932

少数株主持分 64,652 －

純資産合計 5,392,633 5,172,280

負債純資産合計 18,186,127 19,221,601
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 12,000,052 13,965,648

売上原価 9,869,005 11,296,968

売上総利益 2,131,046 2,668,679

販売費及び一般管理費 ※1
 1,793,246

※1
 2,124,038

営業利益 337,800 544,641

営業外収益

受取利息 6,672 6,804

受取配当金 － 2,089

負ののれん償却額 2,772 1,027

持分法による投資利益 － 639

受取手数料 － 1,509

その他 4,616 2,031

営業外収益合計 14,061 14,102

営業外費用

支払利息 709 1,691

支払手数料 3,238 206

持分法による投資損失 1,878 －

為替差損 － 3,931

その他 8 －

営業外費用合計 5,836 5,829

経常利益 346,026 552,914

特別利益

投資有価証券売却益 － 2,840

貸倒引当金戻入額 7,806 681

特別利益合計 7,806 3,521

特別損失

固定資産除却損 27,917 123

減損損失 － 6,837

特別損失合計 27,917 6,961

税金等調整前四半期純利益 325,914 549,474

法人税、住民税及び事業税 217,186 349,035

法人税等調整額 △75,221 △105,853

法人税等合計 141,964 243,182

少数株主利益 － 24,892

四半期純利益 183,949 281,400
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 4,077,873 4,876,592

売上原価 3,369,524 3,981,845

売上総利益 708,349 894,746

販売費及び一般管理費 ※1
 586,380

※1
 682,145

営業利益 121,968 212,601

営業外収益

受取利息 3,697 2,127

負ののれん償却額 924 342

持分法による投資利益 － 487

受取手数料 － 518

その他 354 1,142

営業外収益合計 4,976 4,618

営業外費用

支払利息 418 843

支払手数料 1,539 152

持分法による投資損失 904 －

為替差損 － 1,013

その他 0 －

営業外費用合計 2,862 2,009

経常利益 124,082 215,209

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 681

特別利益合計 － 681

特別損失

固定資産除却損 413 123

特別損失合計 413 123

税金等調整前四半期純利益 123,668 215,766

法人税、住民税及び事業税 △17,931 38,020

法人税等調整額 72,834 61,303

法人税等合計 54,903 99,323

少数株主損失（△） － △2,725

四半期純利益 68,765 119,169

EDINET提出書類

株式会社電算システム(E21740)

四半期報告書

15/29



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 325,914 549,474

減価償却費 155,251 181,870

減損損失 － 6,837

のれん償却額 4,699 12,054

負ののれん償却額 △2,772 △1,027

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8,527 △3,302

賞与引当金の増減額（△は減少） 211,088 284,957

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 9,856 15,576

受注損失引当金の増減額（△は減少） △5,843 △1,511

退職給付引当金の増減額（△は減少） － 539

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,320 △21,595

受取利息及び受取配当金 △7,016 △8,894

支払利息 709 1,691

持分法による投資損益（△は益） 1,878 △639

為替差損益（△は益） － 3,637

固定資産除却損 27,917 123

投資有価証券売却損益（△は益） － △2,840

売上債権の増減額（△は増加） 725,914 54,074

たな卸資産の増減額（△は増加） △188,789 △15,839

仕入債務の増減額（△は減少） △271,498 △166,392

未払金の増減額（△は減少） △7,410 △18,547

その他の流動負債の増減額（△は減少） △193,955 △122,063

その他 11,010 △2,444

小計 789,748 745,740

利息及び配当金の受取額 4,937 9,312

利息の支払額 △708 △1,690

法人税等の支払額 △440,840 △199,798

営業活動によるキャッシュ・フロー 353,138 553,562

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △200,000

定期預金の払戻による収入 － 200,000

有価証券の償還による収入 100,000 200,000

有形固定資産の取得による支出 △85,047 △156,363

無形固定資産の取得による支出 △214,272 △292,802

投資有価証券の取得による支出 △389,296 △67,403

投資有価証券の売却による収入 － 4,290

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ 62,609

敷金及び保証金の差入による支出 － △21,802

敷金及び保証金の回収による収入 － 75,592

貸付けによる支出 － △15,000
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

その他 △87,746 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △676,362 △210,879

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △30,000 6,076

長期借入金の返済による支出 △5,550 △3,430

自己株式の取得による支出 △49,003 △90

配当金の支払額 △124,738 △112,874

少数株主への配当金の支払額 － △900

財務活動によるキャッシュ・フロー △209,291 △111,218

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △3,637

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △532,515 227,827

現金及び現金同等物の期首残高 2,130,085 1,513,729

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,597,569

※1
 1,741,556
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更

  第１四半期連結会計期間より、株式会社ソフトテックスの株式を取得し、子

会社化したため、連結の範囲に含めております。また、第３四半期連結会計期

間より、株式会社ニーズエージェンシーの株式を取得し、子会社化したため、

連結の範囲に含めております。

  なお、株式会社ニーズエージェンシーは、平成22年９月30日をみなし取得日

としたため、当第３四半期連結会計期間は貸借対照表のみを連結しておりま

す。

　

（2）変更後の連結子会社の数

　  ３社

　

２．会計処理基準に関する事項の変更 （システム受託開発に係る売上及び原価の計上方法の変更）

　システム受託開発に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を

適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15

号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間

より適用し、第１四半期連結会計期間に着手したシステム受託開発から、当第

３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる

案件については工事進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の

案件については工事完成基準を適用しております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は105,597千円増加し、営業

利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ19,095千円増加し

ております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　　

　

 

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　前第３四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取配当金」、「受取

手数料」は重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四半期

連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取配当金」は343千円、「受取手数料」は1,617千円でありま

す。　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　前第３四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しており

ました「敷金及び保証金の差入による支出」、「敷金及び保証金の回収による収入」は重要性が高いため、当第３四

半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッ

シュ・フロー」の「その他」に含まれる「敷金及び保証金の差入による支出」は90,381千円、「敷金及び保証金の回

収による収入」は2,635千円であります。
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当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結貸借対照表関係）

　前第３四半期連結会計期間において、無形固定資産の「その他」に含めて表示しておりました「ソフトウエア仮勘

定」は重要性が増加したため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四半期連結

会計期間の無形固定資産の「その他」に含まれる「ソフトウエア仮勘定」は207,784千円であります。

　

（四半期連結損益計算書）

　前第３四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取手数料」は、重要

性が高いため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四半期連結会計期間の営業

外収益の「その他」に含まれる「受取手数料」は556千円であります。　

 

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定しております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

       該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

※１　預金、金銭の信託及び収納代行預り金 ※１　預金、金銭の信託及び収納代行預り金

　現金及び預金、金銭の信託の中には、収納代行サービ

ス事業に係る預金が含まれており、これに見合う収納

代行預り金10,497,665千円を流動負債に計上してお

ります。当該収納代行預り金は、顧客の商品又はサー

ビスの利用者が、コンビニエンスストア等を通して支

払う代金を当社が収納し、顧客に送金するために一時

的に預かっているものであります。

　現金及び預金、金銭の信託の中には、収納代行サービ

ス事業に係る預金が含まれており、これに見合う収納

代行預り金12,059,718千円を流動負債に計上してお

ります。当該収納代行預り金は、顧客の商品又はサー

ビスの利用者が、コンビニエンスストア等を通して支

払う代金を当社が収納し、顧客に送金するために一時

的に預かっているものであります。

　

※２　担保に供している資産

      　担保に供されている資産で、企業集団の事業の運

営において重要なものであり、かつ、前連結会計年

度の末日に比べて著しい変動が認められるものは、

次のとおりであります。

　

※２　担保に供している資産

　

　

　

建物 －千円

土地 －千円

合計 －千円

建物 541,000千円

土地 252,773千円

合計 793,774千円

　

※３　有形固定資産の減価償却累計額

　

※３　有形固定資産の減価償却累計額　

建物及び構築物 881,273千円

その他 269,960千円

合計 1,151,233千円

建物及び構築物 848,586千円

その他 193,019千円

合計 1,041,606千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

   次のとおりであります。
 

給料手当 626,477千円

賞与及び賞与引当金繰入額 149,989千円

役員賞与引当金繰入額 9,856千円

役員退職慰労引当金繰入額 9,240千円

  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

   次のとおりであります。
 

給料手当 812,963千円

賞与及び賞与引当金繰入額 206,671千円

役員賞与引当金繰入額 15,576千円

役員退職慰労引当金繰入額 17,124千円

  

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

   次のとおりであります。 
 

給料手当 214,038千円

賞与及び賞与引当金繰入額 58,054千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,740千円

  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

   次のとおりであります。 
 

給料手当 271,221千円

賞与及び賞与引当金繰入額 73,272千円

役員賞与引当金繰入額 5,192千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,909千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　現金及び預金の中には、収納代行サービス事業に係

る預金が含まれており、当該預金は顧客の商品又は

サービスの利用者が、コンビニエンスストア等を通し

て支払う代金を当社が収納し、顧客に送金するために

一時的に預かっているものであります。また、この預

り金の一部を金銭信託しております。このため、収納

代行預り金については、現金及び現金同等物から除い

ております。 
 
現金及び預金 4,231,189千円

金銭の信託 7,307,672千円

収納代行預り金 △9,941,293千円

現金及び現金同等物 1,597,569千円

  

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　現金及び預金の中には、収納代行サービス事業に係

る預金が含まれており、当該預金は顧客の商品又は

サービスの利用者が、コンビニエンスストア等を通し

て支払う代金を当社が収納し、顧客に送金するために

一時的に預かっているものであります。また、この預

り金の一部を金銭信託しております。このため、収納

代行預り金については、現金及び現金同等物から除い

ております。 
 
現金及び預金 5,369,330千円

金銭の信託 6,872,925千円

預入期間が３か月を超える定

期預金
△3,034千円

収納代行預り金 △10,497,665千円

現金及び現金同等物 1,741,556千円

  

 

（株主資本等関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22

年９月30日） 

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末
（株）

 普通株式     4,620,000

 

２．自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末
（株）

 普通株式    77,204

 

３．配当に関する事項

   （1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年３月24日

定時株主総会
普通株式 113,573 　　25平成21年12月31日平成22年３月25日利益剰余金

　
（2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が
当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

 
該当事項はありません。　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
情報サービス
事業（千円）

収納代行サー
ビス事業
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上

高
2,291,8121,786,0614,077,873 －　 4,077,873

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
4,013  － 4,013 (4,013) －

計 2,295,8251,786,0614,081,886 (4,013) 4,077,873

営業利益 111,609 149,703 261,312 (139,344) 121,968

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

 
情報サービス
事業（千円）

収納代行サー
ビス事業
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上

高
2,706,7592,169,8324,876,592 －　 4,876,592

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
6,019 － 6,019 (6,019) －

計 2,712,7792,169,8324,882,611 (6,019) 4,876,592

営業利益 215,456 157,869 373,326 (160,725) 212,601
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前第３四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

 
情報サービス
事業（千円）

収納代行サー
ビス事業
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上

高
7,018,4684,981,58412,000,052 － 12,000,052

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
13,812 － 13,812 (13,812) －

計 7,032,2804,981,58412,013,864(13,812) 12,000,052

営業利益 373,879 446,922 820,801 (483,001) 337,800

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日）

 
情報サービス
事業（千円）

収納代行サー
ビス事業
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上

高
7,691,5456,274,10213,965,648 － 13,965,648

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
17,466 － 17,466 (17,466) －

計 7,709,0126,274,10213,983,114(17,466) 13,965,648

営業利益 585,766 466,1691,051,936(507,295) 544,641

　（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の主な内容

(1）情報サービス事業……情報処理サービス、システムソリューション、システムインテグレーション

(2）収納代行サービス事業……収納代行サービス

３．会計処理の方法の変更

当第３四半期連結累計期間

（システム受託開発に係る売上及び原価の計上方法の変更）

　システム受託開発に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契

約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期

連結会計期間に着手したシステム受託開発から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の

確実性が認められる案件については工事進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の案件について

は工事完成基準を適用しております。これにより、当第３四半期連結累計期間の情報サービス事業の売上高は

105,597千円増加し、営業利益は、19,095千円増加しております。 
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　 

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　 

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日）

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

１株当たり純資産額 1,172円84銭
 

１株当たり純資産額 1,138円54銭
 

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

純資産の部の合計額（千円） 5,392,633 5,172,280

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 64,652 －

（うち、少数株主持分）（千円） (64,652) （－）

普通株式に係る純資産額（千円） 5,327,981 5,172,280

１株当たり純資産額の算定に用いられた

四半期末（期末）の普通株式の数（株） 　
4,542,796 4,542,920　　　　　　

　      ２．１株当たり四半期純利益

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益 40円10銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、

潜在株式はありますが、希薄化効果を有しないため記載し

ておりません。

１株当たり四半期純利益 61円94銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、

潜在株式はありますが、希薄化効果を有しないため記載し

ておりません。

 （注）１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益（千円） 183,949 281,400

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 183,949 281,400

期中平均株式数（株） 4,587,006 4,542,860

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結

会計年度末から重要な変動があったものの概要

　　　　　

　　　　　　　－

　　　　　

　　　　　　　－

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益 15円12銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、

潜在株式はありますが、希薄化効果を有しないため記載し

ておりません。

１株当たり四半期純利益 26円23銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、

潜在株式はありますが、希薄化効果を有しないため記載し

ておりません。

 （注）１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益（千円） 68,765 119,169

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 68,765 119,169

期中平均株式数（株） 4,548,429 4,542,796

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結

会計年度末から重要な変動があったものの概要

　　　　　

　　　　　　　－

　　　　　

　　　　　　　－
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（重要な後発事象）

         該当事項はありません。

 

２【その他】

   該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年11月９日

株式会社電算システム

取締役会　御中
 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水野 信勝 　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渋谷 英司 　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社電算シ

ステムの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年7月１日から

平成21年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社電算システム及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年11月８日

株式会社電算システム

取締役会　御中
 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水野 信勝 　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渋谷 英司 　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社電算シ

ステムの平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から

平成22年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社電算システム及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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